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診療報酬調査専門組織・医療機関のコスト調査分科会委員  

（五十音順）  

氏  名   所  属   

石井 孝宜   石井公認会計士事務所所長   

猪口 雄二   医療法人財団寿康会病院理事長   

井部 俊子   聖路加看護大学学長   

今中 雄一   京都大学大学院医学研究科医療経済学分野教授   

尾形 裕也   九州大学大学院医学研究院医療経営・管理学講座教授   

柿田  章   社団法人日本私立医科大学協会常勤参与   

近藤正晃ジェームス   東京大学先端科学技術研究センター特任助教授   

椎名 正樹   健康保険組合連合会理事   

須田 英明   東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科教授   

高木 安雄   慶鷹義塾大学大学院教授   

○ 田中  滋   慶鷹義塾大学大学院経営管理研究科教授   

手島 邦和   昭和大学保健医療学部教授   

西岡  清   横浜市立みなと赤十字病院院長   

原  正道   東邦大学客員教授、法政大学大学院非常勤講師   

松田 晋哉   産業医科大学公衆衛生学教授   

○印は分科会長   
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平成17年度厚生労働科学研究糞補助金政策科学推進研究事業による  

「診断群分類を活用した医療サービスのコスト推計に関する研究」  

「コスト調査のための方法論に関する研究」の概要  

産業医科大学（主任研究者）  

京 都 大 学（分担研究者）  

私立大学協会（分担研究者）  

国立大学協会（分担研究者）  
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A．研究目的   

本研究は、診断群分類別コストデータからコストを把握し、将来の診療報酬  

制度の設計に役立つ基礎データを作り、コスト計算のための標準的な尺度を検  

討するなど、今後のコスト計算の環境整備を行うことを目的とする。したがっ  

て、本研究の成果は、調査対象医療機関毎のコストデータを公表するために使  

用するものではない。  

B．研究方法   

平成1了年度は平成16年度の対象施設（93施設）から更に対象施設を拡大し、  

学校法人会計を採用する病院以外の民間病院等169施設を対象とし、原価計算  

方法標準マニュアル1）に基づき各病院が作成し、提出したデータに基づいて、診  

断群分類別コストを統一的な処理により算出した。患者データは、平成17年7  

月から10月に入退院した患者のものを用いている。（本日の報告においては、  

データ 

調査項目は、昨年同様の診療科別医師数、所属別人員数、業務実態別人員数、  

材料責、貸借料、委託責、減価償却責、延べ患者数、面積・病床数、収益・費  

用（月次損益計算書）、入院点数■回数、保険・保険別点数等である。   

人件真の算出にあたっては、昨年同様、国家公務員俸給表の値を用いて換算  

し、無給職員についても国家公務員俸給表を適用しコスト計算に組み入れた。  

その際、診療科別医師数の調査票では、自院内の医療活動及び各種委員会など  

の管理業務など診療活動以外の業務の両者を「病院の業務」に含み、自院外で  

の医療活動、学生教育、学会活動、研究活動、本部業務は「病院以外の業務」  

に含めた。また、研修・教育については、病院内の患者に対する診療行為を伴  

う場合「臨床研修医の教育」、それ以外は「病院以外の業務」に含めた。また、  

薬剤、診療材料については、診療報酬点数の価格としたがこれらも昨年同様で  

ある。   



患者への材料コストの直課は、レセプトデータであるE、Fファイルのデー  

タを活用し、月次損益計算書は、医療経済実態調査の様式と整合性を保ち、そ  

の項目は病院会計準則に合わせた。   

なお、平成16年度研究においては調査票入力における誤りが散見されたこと  

から、調査票の入力システムの開発を行い、誤りを低減させることに成功した。  

（参考資料1）。調査概要と調査票（A－L票）を参考資料2に示す。   

また、平成17年8月3日に開催された中医協診療報酬基本問題小委員会にお  

いて了承された内容に沿って、平成17年度研究では看護ケアのコストを評価す  

る方法についても予備的検証を行うとともに、ICUにおけるケアのコストを評価  

するための基礎資料を得る目的でAPACHE（参考資料3）によるtCU症例の評価  

も行った。  

C．研究結果   

下表に調査結果概要を示す。なお、これらの値は「B．研究方法」において  

示した方法によって推計した1日当たりコストであり、一定の仮定をおいた場  

合の値であることから、その額の多寡については慎重に解釈すべきものである。  

また、この表に示したのは平成16年度、17年度とも5例以上存在したDPCのデ  

ータのみを用いた結果である。  

平成16年度   平成17年度   

コスト計   48116円   4659了円   

医師給   6575円   6151円   

看護師給   14579円   13685円   

医療技術員給   3048円   283了円   

事務員給 2709円   1971円   

技能労務員給   761円   573円   

医薬品責   5592円   5413円   

診療材料費   4650円   6429円   

給食用材料責   462円   475円   

経費   4070円   3577円   

委託費   2887円   2505円   

減価償却黄   2247円   2695円   

研究研修費   156円   171円   

法人経費   361円   474円  

対象施設が増加しているため、単純に比較することはできないが、1日あたり  

コストは約1，500円減少している。責目別では給与費、医薬品糞、経責、委託  

糞が減少している一方、診療材料費は増加している。  
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参考資料4にDPCごとの調査結果の概要を、また、参考資料5に看護ケアコ  

ストに関する研究の結果概要を、参考資料6にICU症例のAPACHEの各項目別平  

均スコアをもとに対象施設の分類を行った結果を示した。   

平成17年度においては、診断群分類別のコスト推計に関して施設間の部門設  

定ばらつきを減少させるために参考資料1に示した標準入力ソフトの開発一提  

供を行った。しかしながら、E、Fファイルで把握できない給食材料や減価償  

却責などの把握で施設間のばらつきが大きく、平成18年3月の報告書作成時で  

はこれらのデータの妥当性が検証された99施設のみのデータを利用することと  

なった（なお、現時点ではその他の施設のデータの検証作業もほぼ終了してい  

る）。  

D．考察   

本研究は、多施設で診断群分類毎の原価を推定した調査であり、今後の診療  

報酬のあり方を考察するにあたり、重要な資料を提供するものである。本年度  

の研究においては、平成16年度で得られた知見とほぼ同様の結果が得られた。  

このことは本手法の原価推計方法としての安定性が改善したことを示唆してい  

ると考えられる。   

ただし、平成16年度と同様、原価関連のデータ収集、処理などのインフラが  

十分には整わない中での調査でもあり、種々の限界を抱えており、結果の解釈  

については慎重でなければならない。これらについては、本年度の調査におい  

ても方法論の検証を行っていく必要がある。   

具体的には以下のような点について新たに検証する必要がある。  

． 給与責等の算入方法について今回は実態を反映すべく工夫を行っている  

が、調査施設ごとの診療体制の違いや教育・研究と診療との区分を原価に  

正しく反映させる方法や、貴用の定義もより明確にする必要があるなど、  

新たな検討の余地も残る。従って、実際の実コストと診療報酬の関係につ  

いて 

． 正確な医師給、看護師給を把握するためには、柑UやCCU等の集中治療室  

での原価とその内訳を全体からは区分して把握することが重要だと思わ  

れる。しかしながら、ICUたっいては今回の検討結果も明らかなように、  

施設ごとの症例の重症度に大きな差があり、従ってそれを一律に評価する  

ことは困難であることが示唆された。従って、その業務量あるいはケアの  

必要度について評価を行い、それを指標化する方法の開発が必要である。  

薬剤費・診療材料費は、購入価格ではなく、診療報酬価格で算出されてい  

る。そのため、実態よりもやや高めの値があてはめられている。正確な原  

価分析を行うには、購入価格を用いることが望ましいが調査の限界もある。  

原価の推計単位としては、診断群分類によっては1例あるいは数例のケー  

スしか存在せず、推計結果の安定性が問題となるため、現行のDPC14桁分  
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類は詳細にすぎるという見方もある。したがって、原価推計の視点から現  

行DPCの分類数の見直し、あるいは集約が必要であると考えられる。例え  

ば、フランスではDRGごとのコスト推計に加えて類似したDRGをまとめた  

Ruiz分類による評価を行っている。このような事例を参考に推計の単位を  

検証することが必要である。  

今回の研究ではレセ電算のE、Fファイル情報を直課部分の推計だけでな  

く、配賦の基準としても採用している。しかしながら、施設によってはE、  

Fファイルが十分な精度でセットされていないため、推計を行うに当たっ  

て調整が必要な場合もあった。DPCの本体調査においては平成18年度から  

すべてのレセ電算コードヘの必須化が予定されており、これにより推計精  

度の向上が期待される。  

減価償却費については施設ごとで購入額が異なるため、リース価格などを  

参考に標準的な減価償却費を設定するといったエ夫が必要であると考え  

られる。  
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E．平成18年度研究について   

平成17年度研究結果を踏まえ、柑年度研究では以下のような研究を実施す  

ることを検討している。  

1）平成17年度研究における方法論の検証   

① より正確でかつ簡便なデータ収集を可能とする方法論の確立という視  

点からの調査票（A－L票）及びそのデータ収集方法のさらなる精微化  

（具体的には入力支援ソフトの精緻化）。   

② 見直しを行った調査手法に基づく昨年度収集データの再分析と検証   

③ 上記を踏まえた調査手法の修正   

④ 看護ケア、ICUケア、ERケアの指標化とそのコストの推計方法の検討   

⑤ 放射線部門、臨床検査部門などの中央診療部門におけるサービスのコ  

スト推計の方法論の検討  

2）上記検討に基づいて改定された調査票に基づく研究   

① 修正された調査票に基づくデータ収集に関する説明会の実施（対象：  

DPC調査事業参加施設：ただし、・データ精度を確保するため、調査  

対象施設は平成17年度調査施設に限定し、あらたな調査参加施設の募  

集は行わない）。   

② 参加施設への調査票の配布と回収（8月下旬～12月末）   

③・看護業務の評価   

④lCU業務ER業務の評価   

⑤ 分析と調査結果の検討（調査参加施設のヒアリングを含む：1～2月）  
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